
●一般会計
平成３１年度 ４,３００万円 （▲０.３％）

●特別会計　（企業会計、特別会計合計）８会計
　平成３１年度 ３,４７８万６,０００円（▲２.３％）
企業会計 水道事業／温泉引湯事業／公共下水道事業／農業集落排水事業／病院事業
特別会計 国民健康保険（事業勘定・八坂診療所・美麻診療所）／後期高齢者医療／公営簡易水道

● 全会計合計
平成３１年度 ７,７７８万６,０００円（▲１.１％）

● 一般会計予算案のポイント

■問い合わせ　大町市総務部企画財政課　℡0261 - 22 - 0420 (代)　内線591・592

２８５億

【歳入】
　市税は法人市民税や固定資産税の回復など１.５％増の約４１億８千万円台に増加します。地
方交付税は合併優遇制度の終了に伴う縮減額の拡大がありますが、国の地方財政対策では交付総
額が増加されることから、０.６％、３千万円の減少に留まると見込んでいます。地方消費税交
付金は３０年度実績見込みから３.６％増、広域ごみ処理施設が通年稼働となるため、清掃手数
料が減少します。また、市債（借入金）は、広域ごみ処理施設建設費負担金の借入が終了するた
め、３３.５％減の７億７,１４３万円を計画。３０年度のふるさと寄附金が大幅に減少したこと
から、応援基金から指定事業への繰入は９,２００万円に減少、基金繰入金総額は１.０％増の１
２億７００万円としています。

【目的別歳出】
　経常経費を削減しながらも、市民向けの各種助成・補助金は例年ベースを確保しました。
　広域ごみ処理施設建設費負担金の減少により、衛生費は６億円減少しています。増加したのは
教育費で、学校給食費の公会計化に伴い歳入歳出ともに１億２千万円ほどの増額、テニスコート
改修やサン・アルプス大町の空調設備改修によります。
　新規・充実事業では、ひとを育むことをテーマとして、通訳支援員の追加配置、放課後子ども
教室の順次拡大、生涯現役促進地域連携協議会の設置、産業振興では、起業支援補助金の創設、
東山観光強化に向け、霊松寺公衆トイレの建設、農作物等の海外販路拡大事業、６次産業化に向
けた事業補助、定住促進では八坂・美麻地区の定住促進住宅建設に向けた用地確保・造成経費を
計上しています。また、仁科神明宮式年遷宮祭、信州花フェスタへに合わせた事業展開、翌年度
開催に向け国際芸術祭関連経費も所要額を計上しています。

【性質別歳出】
　義務的経費は退職者の減等により人件費、受給者数の減により扶助費が減少、公債費は償還元
金の増により微増となります。投資的経費は広域ごみ処理施設建設負担金の減少はあるものの、
道・水路関係整備事業や温泉配湯管布設替、雨水渠整備等、市の直接事業は平年ベースの１０億
円の事業費を確保しています。物件費の増は消費増税分、燃料費の伸びと学校給食賄材料費の純
増によります。補助費は工場拡大に対する企業への助成、信州花フェスタへの負担金増、市民向
け助成事業の充実により増加しています。

ハードからソフトへ　地域資源を最大限に活用し地域活力の向上を目指す。
ひとを育む施策の充実 ①未来を担うこども達の育成  ②地域活動を支える人々の育成  ③起業・創業支援

平成３１年度大町市一般会計、特別会計、企業会計予算の概要

１６４億

１２１億

一般会計総額　１６４億４,３００万円　　前年比▲０.３％　4,600万円減

～ 第５次総合計画 将来像 『未来を育む ひとが輝く 信濃おおまち』 実現に向けて
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平成３１年度　企業会計・特別会計予算概要

水道事業会計（企業会計） 万１,０００円　（＋6．9％）
有収水量　267万㎥（対前年比　2.2％減）
原水供給量　20万㎥（対前年比　11.1％増）

［予定事業］
送配水管布設替事業ほか建設改良費 1億4,350万円

温泉引湯事業会計（企業会計） 万５，０００円　（＋45．9％）
総供給湯量　1,099L／分　（対前年比　±0.0％）

［予定事業］
温泉引湯施設建設改良事業　自家発電設備更新　

公共下水道事業会計（企業会計） 万円　（＋2．2％）
有収水量
　公共下水道123万9,000㎥    常盤 42万2,000㎥　　仁科三湖 3万㎥
［予定事業］

管路新設工事　3,000万円
マンホールポンプ施設工事　1,000万円
松川浄水苑長寿命化対策工事負担金　1,505万円
雨水渠整備工事業務負担金　1億円　市建設課へ委託

農業集落排水事業会計（企業会計） 万２,０００円　（▲1．0％）
有収水量

社地区  49,000㎥　　　八坂地区　19,000㎥
［予定事業］

処理施設設備更新工事ほか　100万円

病院事業会計（企業会計） 万円　（▲1．7％）
医師招聘に全力を挙げて医業収益の確保を図るとともに職員全員で抜本的な経営改善に取り組む。
一般病床　147床(内、地域包括ケア病床　48床)、療養病床　48床、感染症病床　4床
年間患者数　 入院　63,062人（前年度比　3.5％減） 外来　101,138人（前年度比　2.5％減）

［予定事業］
信州大学医師派遣委託　2,880万円
医療機器購入　2,500万円
電子カルテ更新（1年目）　1億5,000万円

国民健康保険特別会計 万４,０００円　（▲9．7％）
一般被保険者数　　6,354人（前年度比　4.4％減） 保険給付費　15.2％減
退職被保険者数　　　 20人（前年度比 74.7％減）
特定健診、特定保健指導事業の推進。自己負担1,200円の無料化を継続
財政安定化計画に沿って医療費適正化を推進、制度改正に伴うシステム改修等実施
八坂、美麻両診療所の運営

後期高齢者医療特別会計 万１,０００円　（＋6．4％）
後期高齢者医療保険料と徴収経費のみを経理する特別会計
被保険者数 5,683人（前年度比1.8％増）

公営簡易水道事業特別会計 万３,０００円　（▲7．5％）
八坂、美麻地区における簡易水道供給事業　　有収水量　18万7,000㎥（対前年比　3.1％減）

［予定事業］
送配水管布設替工事ほか　2,700万円
固定資産等システム構築業務委託　300万円

※ 企業会計の予算規模は収益的支出と資本的支出の合計

３億８,１２５

２億２,４５１

８億７,４６４

１億　６１４

１８億７,００１

１億６,４１８

５５億１,９４０

２９億９,４６４
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平成３１年度大町市一般会計歳入歳出予算
ア 歳  入 （単位：千円、％）

平成31年度 平成30年度
 区  分 当初予算額 当初予算額 比較 伸び率 Ｈ31 Ｈ30

(Ａ） (Ｂ） (A)-(B) (A)/(B) 当 初 当 初

4,180,458 4,120,135 60,323 1.5 25.4 25.0

185,400 183,000 2,400 1.3 1.1 1.1

5,000 3,000 2,000 66.7 0.0 0.0

11,400 9,300 2,100 22.6 0.1 0.1

5,400 5,400 0 0.0 0.0 0.0

595,000 540,000 55,000 10.2 3.6 3.3

1,700 1,700 0 0.0 0.0 0.0

28,600 36,600 ▲ 8,000 ▲ 21.9 0.2 0.2

16,700 7,700 9,000 116.9 0.1 0.0

5,275,000 5,305,000 ▲ 30,000 ▲ 0.6 32.2 32.2

3,600 3,900 ▲ 300 ▲ 7.7 0.0 0.0

62,488 62,044 444 0.7 0.4 0.4

338,050 342,717 ▲ 4,667 ▲ 1.4 2.1 2.1

1,419,208 1,377,667 41,541 3.0 8.6 8.4

900,778 867,741 33,037 3.8 5.5 5.3

14,851 14,025 826 5.9 0.1 0.1

15,000 20,001 ▲ 5,001 ▲ 25.0 0.1 0.1

1,207,000 1,195,195 11,805 1.0 7.3 7.2

200,000 200,000 0 0.0 1.2 1.2

1,205,929 1,034,643 171,286 16.6 7.3 6.3

771,438 1,159,232 ▲ 387,794 ▲ 33.5 4.7 7.0

16,443,000 16,489,000 ▲ 46,000 ▲ 0.3 100.0 100.0

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

合 計

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

構  成  比

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金
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イ 歳  出（目的別） （単位：千円、％）

平成31年度 平成30年度
 区  分 当初予算額 当初予算額 比較 伸び率 Ｈ31 Ｈ30

(Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B) 当 初 当 初

152,730 154,428 ▲ 1,698 ▲ 1.1 0.9 0.9

2,600,960 2,511,509 89,451 3.6 15.8 15.3

4,470,076 4,463,383 6,693 0.1 27.2 27.2

2,121,378 2,726,386 ▲ 605,008 ▲ 22.2 12.9 16.5

136,979 138,950 ▲ 1,971 ▲ 1.4 0.8 0.8

616,914 618,010 ▲ 1,096 ▲ 0.2 3.8 3.7

1,002,072 939,238 62,834 6.7 6.1 5.7

1,821,420 1,692,897 128,523 7.6 11.1 10.3

613,132 568,494 44,638 7.9 3.7 3.4

1,517,723 1,288,330 229,393 17.8 9.2 7.8

1 1 0 0.0 0.0 0.0

1,359,615 1,357,374 2,241 0.2 8.3 8.2

30,000 30,000 0 0.0 0.2 0.2

16,443,000 16,489,000 ▲ 46,000 ▲ 0.3 100.0 100.0

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

合 計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

 構  成  比
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ウ 歳  出 (性質別) （単位：千円、％）

平成31年度 平成30年度
区  分 当初予算額 当初予算額 比 較 伸び率 Ｈ31 Ｈ30

（Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B) 当 初 当 初

義 務 的 経 費 6,209,086 6,370,447 ▲ 161,361 ▲ 2.5 37.8 38.6

 人件費 3,025,139 3,147,046 ▲ 121,907 ▲ 3.9 18.4 19.1

 扶助費 1,824,332 1,866,027 ▲ 41,695 ▲ 2.2 11.1 11.3

 公債費 1,359,615 1,357,374 2,241 0.2 8.3 8.2

投 資 的 経 費 1,445,380 1,458,863 ▲ 13,483 ▲ 0.9 8.8 8.8

 普通建設事業費 1,445,379 1,458,862 ▲ 13,483 ▲ 0.9 8.8 8.8

 補助建設事業 614,354 379,643 234,711 61.8 3.7 2.3

 単独建設事業 831,025 1,079,219 ▲ 248,194 ▲ 23.0 5.1 6.5

 災害復旧事業費 1 1 0 0.0 0.0 0.0

その他の経費 8,788,534 8,659,690 128,844 1.5 53.4 52.6

 物件費 2,898,732 2,822,732 76,000 2.7 17.6 17.1

 維持補修費 311,136 329,247 ▲ 18,111 ▲ 5.5 1.9 2.0

 補助費等 3,694,600 3,601,884 92,716 2.6 22.4 21.9

 積立金 15,000 20,000 ▲ 5,000 ▲ 25.0 0.1 0.1

 投資及び出資金 0 0 0 0.0 0.0 0.0

 貸付金 509,240 509,480 ▲ 240 0.0 3.1 3.1

 繰出金 1,329,826 1,346,347 ▲ 16,521 ▲ 1.2 8.1 8.2

 予備費 30,000 30,000 0 0.0 0.2 0.2

16,443,000 16,489,000 ▲ 46,000 ▲ 0.3 100.0 100.0合 計

構 成 比
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当初予算額の推移　（H27～H31)
H31 H30 H29 H28 H27

市 税 4,180,458 4,120,135 4,093,934 4,021,243 3,933,605
地 方 譲 与 税 ほ か 257,800 250,600 259,905 263,460 245,000
地方消費税交付金 595,000 540,000 600,000 481,085 400,520
地 方 交 付 税 5,275,000 5,305,000 5,680,000 5,880,000 6,000,000
分担金及び負担金 62,488 62,044 64,659 62,077 65,826
使用料及び手数料 338,050 342,717 375,703 380,417 394,840
国 ・ 県 支 出 金 2,319,986 2,245,408 2,251,306 2,235,466 2,271,268
財産収入・寄附金 29,851 34,026 74,512 86,410 86,510
繰 入 金 1,207,000 1,195,195 1,067,649 1,422,287 1,236,800
繰 越 金 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000
諸 収 入 1,205,929 1,034,643 1,031,493 1,143,665 1,043,340
市 債 771,438 1,159,232 2,600,839 2,620,890 1,489,291
合 計 16,443,000 16,489,000 18,300,000 18,797,000 17,367,000

H31 H30 H29 H28 H27
議 会 費 152,730 154,428 153,230 152,126 169,716
総 務 費 2,600,960 2,511,509 2,608,917 2,837,589 2,398,077
民 生 費 4,470,076 4,463,383 4,499,140 4,908,422 4,647,553
衛 生 費 2,121,378 2,726,386 4,224,413 3,462,449 2,587,483
労 働 費 136,979 138,950 129,837 127,525 130,089
農 林 水 産 業 費 616,914 618,010 612,716 645,892 704,039
商 工 費 1,002,072 939,238 1,002,188 1,155,439 1,034,499
土 木 費 1,821,420 1,692,897 1,703,289 1,826,943 1,876,223
消 防 費 613,132 568,494 607,084 599,770 537,606
教 育 費 1,517,723 1,288,330 1,266,224 1,357,966 1,479,639
災 害 復 旧 費 1 1 1 1 1
公 債 費 1,359,615 1,357,374 1,455,961 1,682,878 1,762,075
予 備 費 30,000 30,000 37,000 40,000 40,000
合 計 16,443,000 16,489,000 18,300,000 18,797,000 17,367,000

H31 H30 H29 H28 H27
人 件 費 3,025,139 3,147,046 2,908,824 2,980,335 2,884,433
扶 助 費 1,824,332 1,866,027 2,069,885 1,968,821 1,982,831
公 債 費 1,359,615 1,357,374 1,455,961 1,682,878 1,762,075
普 通 建 設 事 業 費 1,445,379 1,458,862 3,164,807 3,332,509 1,888,966
災 害 復 旧 事 業 費 1 1 1 1 1
物 件 費 2,898,732 2,822,732 2,944,730 2,948,441 2,910,833
維 持 補 修 費 311,136 329,247 308,445 431,899 381,537
補 助 費 等 3,694,600 3,601,884 3,472,104 3,469,375 3,266,194
積 立 金 15,000 20,000 60,000 72,000 72,000
投資、出資、貸付金 509,240 509,480 510,440 558,880 763,760
繰 出 金 1,329,826 1,346,347 1,367,803 1,311,861 1,414,370
予 備 費 30,000 30,000 37,000 40,000 40,000
合 計 16,443,000 16,489,000 18,300,000 18,797,000 17,367,000
普通建設事業費には、北アルプス広域連合が行う建設事業への負担金を含んでいます。

歳入

歳出(目的別)

歳出(性質別)

(単位：千円)
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一般会計 歳入の概要 （主なもの）
市税 対前年度 

・個人市民税 対前年度 

・法人市民税 対前年度　

企業収益は安定

・固定資産税 対前年度　

評価替えによる評価額減少、償却資産の増

地方消費税交付金 対前年度　

　30年度実績見込みによる増

地方交付税 対前年度　

　30年度普通交付税の交付実績を基礎として、31年度の国の地方財政対策を加味して算出。
　合併算定替優遇措置終了による縮減4年目の拡大（70%）、公債費償還措置額などが減額見込み。

使用料及び手数料 対前年度　

　広域ごみ処理施設稼働による清掃手数料の減

国支出金 対前年度　

　認定こども園施設整備補助金、社会資本整備総合交付金、障害者自立支援負担金の増など。

県支出金 対前年度　

　施設型給付費負担金、障害者自立支援負担金の増など

基金繰入金 対前年度 

・財政調整基金 対前年度 

対前年度 

　寄付目的に応じ、子育て、山岳観光、環境保護などの分野、32事業に充当。

対前年度　

　道路、交通安全施設整備事業などに充当。

対前年度　

市債 対前年度　

・臨時財政対策債 対前年度　

　普通交付税の原資となる法定５税の減収に対応した額を借り入れ。

対前年度　

テニスコート改修事業、サン・アルプス大町空調機器改修事業に充当

対前年度　

　大町鹿島線のほか道路維持管理事業に充当

◆本予算成立時の31年度末地方債残高見込みは 154億2,666万円（30年度繰越分 7,854万円の借入れを含む）

５億 ９,５００万円（10.2％増）

・北アルプス山麓仁科の里整備基金 1億5,000万円

９億    ７７万円 （3.8％増）

課税所得は横ばい、現年課税分は増

３億 ５,１６６万円（1.0％増）

２３億 ４３２万円（2.2％増）

１億 　２００万円（80.9％減）

・道路整備事業債 ７,２４０万円（72.4%増）

１２億 ７００万円 （1.0％増）

５２億

5億4,100万円の増

4億5,800万円の減

４億 ６,２６３万円（10.2％減）

７,１４３万円（33.5％減）

7億8,000万円 （226.4％増）

４１億 ８,０４５万円（1.5％増）

１１億 １,５９２万円（0.2％減）

７,５００万円（0.6％減）

１４億 １,９２０万円（3.0％増）

３億 ３,８０５万円（1.4％減）

6,032万円の増

 218万円の減

354万円の増

4,995万円の増

5,500万円の増

3,000万円の減

466万円の減

4,154万円の増

3,303万円の増

1,180万円の増

3,040万円の増

本予算成立時の財政調整基金の31年度末見込残高は7億5,600万円余。特定目的基金を含めた見込残高は33億3,700万円余。

同額

1億円の減

3億8,779万円の減

5,249万円の減

4億2,480万円の減

1億5,000万円 （40％減）・退職手当基金

（±0％）

・ふるさと応援基金 9,200万円 (83.3%減)

７億

・合併特例事業債
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一般会計 歳出の概要（主なもの） 歳  出（目的別）
H31 増減事由及び増減額

区 分 当初予算額

議 会 費 1億5,273万円 ▲170万円 ▲1.1％ 共済費▲749　旅費▲682

総 務 費 26億　96万円 8,945万円 3.6％

八坂・美麻定住促進住宅 27,026
芸術祭負担金 41,500　土地評価替 16,166
自主放送番組送出機32,940
統合型GIS更新11,824  バス停標識更新 ▲7,159
退職手当 ▲98,734(16人⇒11人)

民 生 費 44億7,008万円 669万円 0.1％
広域負担金(介護)8,205　療育事業 2,052
大町幼稚園改築補助 172,000
こまくさ幼稚園改築補助 ▲145,753
生活保護扶助費▲45,000

衛 生 費 21億2,138万円 ▲6億500万円 ▲22.2%

広域負担金(エコパーク運営費)29,674
小水力発電施設 8,182(農林水産業費より移管)
後期高齢者健診事業 3,081
広域ごみ処理施設建設負担金▲557,663
環境プラント閉鎖経費 ▲15,000(環境保全対策)
一般廃棄物処理等費 ▲36,493

労 働 費 1億3,698万円 ▲197万円 ▲1.4％
創業支援補助金 5,000
生涯現役促進地域連携協議会 1,006
フレンドプラザ空調設備更新 ▲5,000
創業支援協議会負担金 ▲3,100

農林水産業費 6億1,691万円 ▲109万円 ▲0.2％

６次産業化助成 6,000　次世代人材投資 1,500
海外販路開拓 753　水路長寿命化 5,000
地域特産加工補助(ワイン・シードル) 4,000
居谷里ため池防災減災対策 ▲15,000
県営土地改良負担金 ▲4,010
小水力発電施設▲3,952(衛生費へ移管)

商 工 費 10億　207万円 6,283万円 6.7％
霊松寺トイレ 25,725　工場等誘致助成 48,066
TV番組制作 10,450　ゆ～ぷる修繕 ▲17,400
温泉配湯管工事▲11,500
市プロモーション動画製作 ▲3,780

土 木 費 18億2,142万円 1億2,852万円 7.6％

交通安全施設整備 9,646　除雪機械購入26,300
雨水渠受託 20,497　仁科三湖整備 8,025
緑化フェア負担金 22,480
市営向山団地浴室改修等 50,280
道路維持管理▲7,329
市営西原団地浴室改修等 ▲46,000

消 防 費 6億1,313万円 4,464万円 7.9％ 常備消防負担金 44,695　消防ポンプ車21,102
消防団退職報償▲8,000　積載車更新 ▲10,500

教 育 費 15億1,772万円 2億2,939万円 17.8％

教師用指導書 12,126　サン・アルプス空調40,000
平公民館設備改修2,254　テニスコート改修　95,500
給食費公会計化 123,058　文化財修理補助3,329
総体音響設備 ▲8,000
八坂小体育館屋根改修▲12,000
文化会館設備改修工事 ▲17,403

災 害 復 旧 費 1千円 - - -

公 債 費 13億5,961万円 224万円 0.2％ -

予 備 費 3,000万円 - - -

合 計 164億4,300万円 ▲4,600万円 ▲0.3%

※ 千円以下を端数処理しているため、合計が一致しない場合があります。

増減額 増減率
（単位：千円）
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他会計等への繰出金・負担金
伸び率 29年度決算

国民健康保険特別会計 ▲ 1.3 246,830
▲ 0.9 216,387

6.2 14,762
▲ 13.1 15,681

後期高齢者医療特別会計 0.7 90,901
公営簡易水道事業特別会計 ▲ 15.5 143,140
水道事業会計 ▲ 4.2 5,917
温泉引湯事業会計 - 240
公共下水道事業会計 5.8 550,652
農業集落排水事業会計 7.1 88,976
病院事業会計 ▲ 1.1 950,000

▲ 0.0 2,076,656
※水道事業は、消火栓新設及び維持経費を含む

北アルプス広域連合負担金 ▲ 27.9 2,762,173
1.8 431,809

▲ 74.8 1,818,004
11.3 402,962
8.0 37,379
6.5 72,019

※普通建設・災害復旧事業における設計・監督料等は除く

地方債現在高見込み額

1 2,537,781
① 144,667
② 31,059
③ 32,762
④ 48,482
⑤ 339,984
⑥ 11,172
⑦ 1,280,468
⑧ 483,046
⑨ 166,141

2 57,298
① 0
② 57,298

3 12,831,581
① 70,194
② 7,319,160
③ 5,442,227

15,426,660

133,800

31年度末
現在高見込額

区 分

(単位：千円)

繰　出　金

合 計

合 計

29年度末
現在高

30年度末
現在高見込額

31年度中
借入見込額

31年度中
償還見込額

減 税 補 て ん

臨 時 財 政 対 策

合 併 特 例 事 業

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他 の 地 方 債

22,228
531,271
453,503

総 務

民 生

衛 生

農 林 水 産

1,271,110

22,614
26,932
3,379

36,631
26,935
3,728

56,614
45,580
32,826
8,869

0
8,869

1,007,002

0
737,300
100,200

0

7,387,793
5,795,530

15,254,252 15,140,932 1,556,838

462,638
100,200

22,700
0

22,700
562,838

0

▲ 459,543
8,205

▲ 520,158
44,695
3,326
4,389

1,644,807
443,745
695,099
397,094
41,417
67,45271,841

8,760
0

573,155
86,923

930,000
2,115,899

920,000
2,115,697

0
32,978
6,210

▲ 10,000
▲ 202

▲ 2,041
990

▲ 2,253
618

▲ 26,338

17,193
91,721

169,475

▲ 3,304255,865
222,619
16,053

30年度予算

▲ 366

広域経常費（人件費等）

その他の負担金

31年度予算

252,561
220,578
17,043
14,940

事業勘定

八坂診療所直診勘定

美麻診療所直診勘定

92,339
143,137

8,394
0

606,133
93,133

介護保険事業費

広域ごみ処理施設関係

常備消防費

1,185,264
451,950
174,941
441,789
44,743

農 林 施 設

土 木 施 設

454,849 428,426
225,867 198,967
47,981 43,467

219,514 233,119
15,300 14,900

665,606 599,782

0 0
47,981 43,467

消 防

教 育

過 疎 対 策 事 業

緊急防災減災・全国防災

土 木

(単位：千円、％)

971,300 255,239

127,982 92,422
7,373,771
5,680,270

0
0
0
0

1,821,7202,024,248
189,603

13,182,023 13,275,745

126,594 85,113

87,464
167,281

39,451
57,991
36,141

差　引
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第１ ふるさとに誇りを持つひとを育むまち 63 12億9,817万円

１ 心豊かにたくましく生きる子どもの育成 25 7億1,297万円

２ 生きがいに満ちた生涯学習の機会の提供 23 1億9,564万円

３ 芸術・文化・スポーツに親しむ機会の充実 15 3億8,956万円

第２ 活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち 52 14億3,297万円

１ 商工業の振興による地域経済の活性化 8 6億8,531万円

２ 地域の特性を生かした農林水産業の振興 24 3億5,149万円

３ 観光を主体に国内外からひとを呼び込む交流の促進 12 2億4,711万円

４ 移住・定住促進策等の充実強化 8 1億4,906万円

第３ だれもが健康で安心して暮らせるまち 83 58億4,579万円

１ 健康で長生きできる社会の実現 35 22億9,457万円

２ だれもがいきいきと暮らせる環境づくりの推進 15 15億9,933万円

３ 結婚・出産・子育て支援の充実 15 12億3,523万円

４ 市民生活の安全の確保 18 7億1,666万円

第４ 豊かな自然を守り快適に生活できるまち 51 27億2,160万円

１ 自然と共生した環境の創造 7 1億3,937万円

２ 暮らしやすい都市基盤の整備 16 9億5,098万円

３ 快適な生活環境の形成 28 16億3,125万円

第５ 市民の参画と協働でつくるまち 54 8億9,846万円

１ 市民の参画・協働と市民の視点に立った市政の推進 7 7,746万円

２ 多様性に満ちた共生社会の実現 5 1,215万円

３ 市民との情報共有と持続的なサービス提供体制の構築 42 8億885万円

303 121億9,699万円

公債費　予備費 13億8,961万円

人件費（施策事業以外） 28億5,860万円

合　計 164億4,300万円

平成３１年度当初予算　第５次総合計画　施策別集計

めざすまちのテーマ 事業数 事 業 費
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第５次総合計画　施策別予算の概要
新＝新規施策を含む事業　　　増＝増強施策を含む事業

ふるさとに誇りを持つひとを育むまち
1 心豊かにたくましく生きる子どもの育成 25事業

主な事業

2 生きがいに満ちた生涯学習の機会の提供 23事業
主な事業

　学校給食費を市費として管理する。
　保護者の負担軽減と教職員がより児童生徒と向かい合う時間の
確保を図る。

（単位：千円）

　大町総合情報センター管理運営費 情報交通課
Ｈ30 Ｈ31

43,634 45,804

195,640

アルプス囲碁村推進事業 企画財政課 Ｈ30 Ｈ31
2,816 2,816

　日本の伝統文化である囲碁を、幼児から高齢者まで幅広い年
齢層に広く普及啓発することにより、囲碁愛好者の拡大を図り囲
碁を通じた人格形成と人材育成を図る。

105,294
15,597

給食材料費
炊飯加工業務委託料

囲碁村づくり推進事業委託料
自動ドア保守管理委託料

2,800
16

育てる会補助金
山村留学推進協議会補助金

子ども会育成会補助金
放課後子ども教室

15,500
4,840

1,000

新 おいしい給食費 学校教育課 Ｈ30 Ｈ31
- 123,058

　山村留学生を積極的に受け入れて交流することにより、地元の
小中学生、留学生双方の健全育成を助長する。情報や人的交
流により、友人関係を構築し地域活性化に寄与する。

増 青少年育成事業 生涯学習課 Ｈ30 Ｈ31
3,306 3,349

266
子ども体験学習号バス使用料 750

　地域で育む教育の推進を図るため、子ども会育成会や青少年育
成市民大会をとおし、地域全体による青少年の育成を図る。
　放課後子ども教室を全市的に展開する。

第１
712,969

（単位：千円）

小中学校教育振興一般経費 学校教育課 Ｈ30 Ｈ31
149,605 151,974

　学校医、特別支援員教育補助指導員、登校支援補助指導
員、外国人英語指導助手及び図書館司書の配置、教育教材用
品及び教育用情報機器の整備。

増 山村留学支援事業 生涯学習課 Ｈ30 Ｈ31
20,165 20,455

47,318
17,030

指導員等賃金
ＡＬＴ賃金・委託料
ＰＣ，デジタル教材等リース 20,955

　図書館管理運営一般経費 生涯学習課 Ｈ30 Ｈ31
24,152 25,588

光ケーブル移設手数料ほか 13,715

　山岳博物館管理運営一般経費 山岳博物館
Ｈ30 Ｈ31

23,712 25,877
　観覧者や市民に広く社会教育の充実と活性化を図るとともに、
観光の場や情報提供を行うための運営と、快適な博物館空間の
提供を行う。

　地域の情報通信基盤の維持管理を行う市総合情報センターの
管理運営業務。情報通信に関する知識の普及、地域イントラネッ
トの管理及び運営、地域情報化の推進に関する業務を行う。

光ケーブル共架料 11,552
光熱水費 6,678

　図書館の管理運営、図書館協議会の組織及び運営を行う。
事務員賃金・館長報酬 10,614
図書館システム賃借料 5,680
施設保守管理委託料 2,550

講堂床修繕ほか施設修繕料 5,695
専門員・指導員報酬 8,108
施設保守管理委託料 2,721
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ふるさとに誇りを持つひとを育むまち
3 芸術・文化・スポーツに親しむ機会の充実 15事業

主な事業

活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち
1 商工業の振興による地域経済の活性化 8事業

主な事業

大町まちづくり協議会補助 2,000

工場等誘致振興条例による補
助金（2社分） 108,413

11,055 98,112

800

スポーツ振興事業 体育課 Ｈ30 Ｈ31
11,724 11,560

　市民一人ひとりが、年齢や体力等に応じて気軽にスポーツに親し
み、いきいきと健康で元気に過ごすことができるよう、スポーツを通じ
た市民の健康増進と競技力の向上を図る。

スポーツ教室講師等謝礼 2,780
夢の教室業務委託料 1,901
体育協会ほか補助金 6,698

多目的広場水道敷設

アドバイザーによる創業支援、企業説明会の開催、大町職業安
定協会等関係機関への支援、創業支援協議会によるセミナー、
創業塾の開催、相談窓口の開設

　中小企業支援事業

685,307

起業支援補助金 5,000
創業支援協議会負担金 5,400

新 　体育施設整備事業 体育課 Ｈ30 Ｈ31

1,762
　生涯スポーツの推進のため、必要な施設を整備する。また、施設
の在り方や利用効率等を参考にし、スクラップ＆ビルドにより施設の
在り方を検討し、必要な施設整備を行う。

第２

地域おこし協力隊関係経費 2,817

商工会議所一般事務補助金 13,047
市制度資金原資預託金 400,000

　条例に基づき、雇用を伴う新設、移設及び増設の用地取得、設
備投資及び固定資産税相当額に対する助成を実施

2,520

中心市街地交通量調査 540

 　豊かな自然や清冽な水、育まれてきた伝統的な生活文化や食
文化など、地域の魅力を現代アートの力を借りて国内外に発信す
るため、国際芸術祭やＡＩＲ事業により、交流人口を拡大する。

Ｈ31
29,680 75,578

389,564
第１

生涯学習課 Ｈ30 Ｈ31
29,202 29,356

（単位：千円）

増 　芸術文化振興事業 まちづくり交流課 Ｈ30

国際芸術祭実行委員会負担金 61,200
地域おこし協力隊関係経費 12,283

新 　文化会館公演事業

自主文化事業公演委託ほか 23,000
広告宣伝料 2,074

  市民が気軽に楽しく芸術文化に触れあうことができるよう文化会
館を中心とした継続的な芸術文化活動を促進すると共に優れた
舞台芸術の鑑賞機会を提供する。

商工労政課
Ｈ30 Ｈ31
434,989

美術展ベストセレクション 492

テニスコート改修工事 95,500
バドミントン審判台ほか備品

Ｈ30 Ｈ31
13,732 14,216

435,175

（単位：千円）

新 　創業支援事業 商工労政課
Ｈ30 Ｈ31

13,550 15,687

　中小企業振興審議会の開催、県・市制度資金融資業務、商
工会議所による中小企業の事業活動の相談業務等への支援、
定住促進等、地域経済活性化に向けた地域商品券発行の支援 地域商品券事業負担金 2,000

　中心市街地活性化事業 商工労政課

　中心市街地活性化基本計画に位置付けられた施策事業を推
進するとともに、商店街連合会等関係団体と連携を図り、中心市
街地に賑わいの創出する。

やまびこ祭り負担金 4,000
空き店舗活用事業補助金

　工場等誘致振興条例助成事業 産業立地
戦 略 室

Ｈ30 Ｈ31
60,439 108,505
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活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち
2 地域の特性を生かした農林水産業の振興 24事業

主な事業

3 観光を主体に国内外からひとを呼び込む交流の促進 12事業
主な事業

Ｈ30 Ｈ31
- 22,034

新 　着地観光充実事業 観光課
Ｈ30 Ｈ31

- 32,549

　通過型の観光から、滞在型観光への転換の促進を図る。
　広域連携によるＤＭＯ組織体制の構築と、市内観光関連事業
者との連携強化

大糸線ゆう浪漫委員会負担金 2,337
旅行商品造成促進事業負担金 1,915
３市村ＤＭＯ負担金 6,000

新 　山岳観光推進事業 観光課
Ｈ30 Ｈ31

- 38,341

　市民の観光に対する意識の高揚を図る。おもてなしの心で観光
客を迎える魅力ある観光地づくりを目指す。　観光客との交流促
進と受入態勢整備、人材育成と会員確保の推進

観光協会負担金 21,300
観光案内業務委託 4,200
仁科神明宮遷宮祭補助ほか 3,500

247,109

　東山周辺地域観光整備計画に基づく誘客の促進・充実
　自然豊かな環境を活用した山岳エコツーリズムの推進
　山岳文化都市としての魅力を国内外へ発信

霊松寺公衆トイレ建設 25,725
登山道整備関係経費 3,438
山岳フェスティバル負担金 3,000

　誘客キャンペーンや各種情報発信を通じて観光誘客を促進する
とともに、観光案内やイベント開催支援によって魅力ある観光地づく
りを進め、当市の主要産業の一つである観光振興を図る。

プロモーション委員会負担金
観光誘客番組作成(神明宮ほか)
駅前観光事務所賃金 10,510

新 　広域観光推進事業・インバウンド推進事業 観光課

- 45,304

増 　有害鳥獣対策事業 農林水産課
Ｈ30 Ｈ31

20,310 20,346
　農作物被害の防止対策を実施し、農業生産の安定化と遊休荒
廃農地を防止する。追い払い、侵入防止柵設置、緩衝帯の整備
等、個体数調整、モンキードッグの育成、鳥獣被害対策者の育成

猟友会業務委託料 8,623
サル追いテレメトリー設置 2,460
駆除事業・狩猟免許取得等補助 3,350

新 　観光誘客宣伝事業 観光課
Ｈ30 Ｈ31

4,145

　農業振興事業 農林水産課
Ｈ30 Ｈ31

19,463 28,733
　安定的な農業経営を図るため、新規就農者の確保や、有機農
業等で慣行栽培との差別化を進め、価値の高い農作物の栽培を
推奨する。また、６次産業化の推進を行う。

農業次世代人材投資資金 15,000
６次産業化推進事業補助金 6,000
環境保全型農業直接支払事業

新 　農業マーケティング事業 農林水産課
Ｈ30 Ｈ31

-

第２

（単位：千円）
351,495

　安定的な農業経営を図る手法として、農業ブランドの確立と海
外販路の開拓を目指し、農業振興事業から必要経費を抜粋し事
業化した。

海外販路開拓報償 517
旅費 236

地域特産加工事業補助金 4,000

増
5,751 11,131

　園芸作物の生産振興を図るため、農業者の共同機械導入に対
する支援や果樹の新改植に要する経費を補助することにより、生
産拡大を図っている。

共助・共済制度負担金 1,063

果樹改植事業補助金

2,000

753

　園芸振興事業 農林水産課
Ｈ30 Ｈ31

（単位：千円）

18,000
10,450

増
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活力あふれる産業と地域の魅力を活かしたにぎわいのあるまち
4 移住・定住促進策等の充実強化 8事業

主な事業

だれもが健康で安心して暮らせるまち
1 健康で長生きできる社会の実現 35事業

主な事業

40,644
介護支援専門員等賃金 4,149

病院事業会計繰出金 920,000

　病院事業運営費 企画財政課
Ｈ30 Ｈ31
930,000 920,000

　公営企業繰出基準及び新公立病院改革プランに基づき、大町
病院に繰出しを行う。

　要件に合う高齢者等と同居し、在宅で180日以上介護している
介護者に対して慰労金100,000円を支給。要件に合う介護者に
年間最大12枚の介護用品引換券を交付。

介護者慰労金 25,000
介護用品引換え券サービス 4,356

　地域支援任意事業 福祉課
Ｈ30 Ｈ31

27,990 29,456

　地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な
援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増
進を包括的に支援する。

地域包括支援センター委託料

　福祉医療受給者の早期適切な受療と医療費の家計への負担
軽減を図る。

15歳までのお子さんの助成 51,500
障がいをお持ちの方の助成

26,136
　信濃大町ブランド戦略に基づき、基本戦略を構築する、それぞれ
の地域ブランドの振興を図ることを目的とする。
　地域資源・特産品のブランド化、おおまぴょん活用事業、アンテナ
ショップ、物産展等への出展、水ブランド戦略の推進

アンテナショップ運営委託料 6,180

信濃大町ブランド関連経費 2,831
海外販路開拓事業 1,668

保険料軽減額の補てん分

市民課
Ｈ30 Ｈ31
220,977 216,897

新 　介護予防包括的支援事業 福祉課
Ｈ30 Ｈ31

45,140 44,793

135,000
母子等・父子家庭の方の助成 11,000

　福祉医療給付一般経費

91,132

新 　八坂・美麻定住促進事業 八坂・美麻支所
Ｈ30 Ｈ31

2,100 29,131
　地域活力の維持と継続を図るため、拠点集落にＩ・Ｕターン者
等の定住を促進させるための定住促進住宅の建設整備を行い、
地域に密着した定住促進対策を進める。

定住促進住宅建設用地取得・造成 27,026
過疎地域定住促進奨励金 1,600

2,294,565

信濃大町水感謝祭(仮称)関連経費 750

468,882 471,275
367,465

新 　ブランド振興事業 商工労政課
Ｈ30 Ｈ31

15,526

　定住促進事業 まちづくり交流課
Ｈ30 Ｈ31

53,723 57,955

第２
149,061

（単位：千円）

　本市の目標人口として平成３２年、26,000人以上を実現する
ため、市民と行政が連携・協働し、定住促進に向けた施策を総合
的かつ戦略的に展開することにより、人口減少に歯止めをかける。

マイホーム取得ほか定住助成金 32,964
移住交流・若者交流事業負担金 8,000
定住促進協働会議負担金 6,500

第３

（単位：千円）

　後期高齢者医療費 市民課
Ｈ30 Ｈ31

　県広域連合への医療費負担金(医療費の1/12を市が負担）
及び後期高齢者医療特別会計への繰出金

医療費の負担金
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だれもが健康で安心して暮らせるまち
1 健康で長生きできる社会の実現 35事業

主な事業

2 だれもがいきいきと暮らせる環境づくりの推進 15事業
主な事業

269,480
120,000

生活扶助費 60,000
施設事務費 66,000

介護保険事業特会負担金 447,300
介護保険料軽減負担金

　総合福祉センター管理事業 福祉課
Ｈ30 Ｈ31

　母子保健事業 市民課
Ｈ30

市民課
Ｈ31

42,798 39,528

第３

　障害者自立支援給付事業 福祉課
Ｈ30 Ｈ31
638,666 640,446

　がん検診事業 市民課
Ｈ30 Ｈ31

　がんによる早世予防の観点から、疾病の早期発見と正しい知識
の普及及び啓発をし、市民の健康の保持増進を図る

がん検診委託料
クーポンによる無料がん検診 559

新

1,092
風しん　抗体価検査・予防接種 3,311

Ｈ30

2,294,565

新 　後期高齢者健診事業 市民課
9,793 12,874

　妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援により、育児の悩み
や不安の軽減を図る。子どもの育つ力を支える育児力の向上を支
援する。小児期からの生活習慣病予防の取組みにより予防する。

妊娠・出産・育児切れ目ない支援 4,430
産婦健診 1,613
電子母子手帳サービス 393

定期予防接種 61,412

Ｈ31
9,914 10,843

　健診により生活習慣病を発症するリスクの高い者を明確にし、保
健指導により生活習慣の改善に向けた働きかけをすることで、発症
予防・重症化予防を図り、健康寿命の延伸につなげる。

後期高齢者健診委託料 8,123
人間ドック等補助金 3,580
後期高齢者保健指導 882

卒業に向けてのｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ接種

新
68,489 67,533

　伝染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の
向上及び増進に寄与する。新年度より風しんの抗体保有率が低
い世代の男性に検査及び予防接種を無料で行う。

　予防接種事業

17,847

　指定管理者として市社会福祉協議会が管理運営。市民ニーズ
を的確にとらえたサービス提供、保健・福祉に関する総合相談窓口
として、効果的・効率的な施設の運営を図る。

指定管理料 38,010
上記のほか修繕、手数料等

　北アルプス広域連合負担金（介護保険事業） 福祉課

1,518

　北アルプス広域連合が主体となり運営する介護保険事業への負
担金。

Ｈ30 Ｈ31
443,745 451,950

4,650

　障害者個々のニーズに合った、きめ細かいサービスが受けられるよ
う相談支援体制強化とサービスの充実、就労や生活の場の確保を
することで、障害があっても地域で自立し、安心してくらし・生活でき
る環境を整備する。

生活介護給付 228,000
就労継続支援給付 128,400
共同生活援助給付 108,000

Ｈ31

（単位：千円）

Ｈ30 Ｈ31

20,222 20,201

Ｈ30

　平均見込：120世帯、130人
　救護施設入所者16人、授産施設利用者50人

医療扶助費
314,480

　生活保護扶助費 福祉課

1,599,330
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だれもが健康で安心して暮らせるまち
3 結婚・出産・子育て支援の充実 15事業

主な事業

4 市民生活の安全の確保 18事業
主な事業

5,410
3,520

Ｈ31
9,672

　子育てに関する様々な相談の窓口として、コーディネーターを配置
して、市中央保健センターに昨年10月に開設。

賃金等運営経費

増 　療育事業 子育て支援課
Ｈ30

7,620

Ｈ31
79,497

Ｈ31

― 2,319
2,319

4,268
4,074

194

441,789

第３
1,235,234

新 　幼稚園・認定こども園運営支援事業

79,497

子育て支援課
Ｈ30

　国の子ども・子育て支援新制度に基づく、民間の幼稚園・認定こ
ども園に対する運営費の財政支援。県が行う多子世帯への保育
料軽減の助成。それらに加え新年度は大町幼稚園の改築への補
助を行う。

施設型給付費負担金

　子育て世代包括支援センター事業 市民課
Ｈ30

341,487 395,911
216,281

多子世帯支援事業補助金 1,440

施設整備事業補助金 172,000
Ｈ31

　発達障害の二次的障害を防ぎ、児童の社会的適応性を向上さ
せる。また、社会参加に困難を有する子ども・若者の社会参加を支
援する。

5歳児相談・巡回相談事業
若者ひきこもり就労・生活支援事業

　保育所管理運営事業 子育て支援課
Ｈ30
250,897

　市が運営する保育園において、就学前の保育に欠ける児童の保
育を行うことで、子育て支援、就労等との両立に向けた支援を行
う。

保育士、給食調理員等賃金
上記のほか運営に係る経費

（賄材料、光熱水、維持補修、保育材料費等）
716,664

　消費生活センター運営事業 市民課
Ｈ30 Ｈ31

4,268

Ｈ31
242,429
150,000
92,429

　消費生活相談窓口の設置により、消費者トラブルの解消及び正
しい消費者知識の普及、消費者意識の啓発を行うことで、消費者
の被害防止及び保護を図る。

消費生活相談員報酬
相談に係る経費（広報、研修）

増 　雨水対策整備受託事業 建設課
Ｈ30

59,000
　大町市雨水整備基本計画（市街地を中心とする約810ha）
に基づき、台風や突然のゲリラ豪雨等による市街地での溢水防止
を図るため、雨水渠の整備促進を図る。

雨水管渠工事
（設計、地下埋設物移転補償、工事請負）

増 　北アルプス広域連合負担金（常備消防費） 消防防災課
Ｈ30
397,094

　北アルプス広域消防の運営に対する負担金。新年度は女性職
員向けの更衣室、仮眠室等の整備を実施。

北アルプス広域連合負担金
（常備消防費）

Ｈ31
441,789

新 　消防施設整備事業 消防防災課
Ｈ30

18,902

　消防団活動を円滑に行うため、車両更新や車庫の改築を順次
行う。

ポンプ車更新(八坂)
車庫改築工事(清水)

Ｈ31
29,912
20,000
6,600

車庫建設用地購入・補償 1,220
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豊かな自然を守り快適に生活できるまち
1 自然と共生した環境の創造 7事業

主な事業

2 暮らしやすい都市基盤の整備 16事業
主な事業

　市民バス運行事業

106,091

54,986
95,000

Ｈ31

48,000
8,286

第４
139,372

（単位：千円）

　環境調査事業 生活環境課
Ｈ30 Ｈ31

13,760 13,474

道路パトロール等賃金

　公害苦情が寄せられている事業所等の調査を実施し、改善を促
すなど解決に向けた対策を講じる。また、生活環境の保全を目的と
した環境調査を実施する。

環境調査に係る経費
（河川・湖沼の水質調査、ダイオキシン類（土壌・大
気）、臭気、自動車交通騒音等）

　自然エネルギー活用事業 生活環境課
Ｈ30

320
　自然エネルギー、新エネルギーの普及を推進。
　社地区で稼働している小水力発電施設を新年度より建設課か
ら移管する。

小水力発電施設の維持管理

ライチョウ飼育事業 山岳博物館
Ｈ30

11,541
ニホンライチョウの飼育・繁殖技術の確立のため、日々研究を行

いながら保護増殖計画の推進に寄与する。
ライチョウ飼育、調査研究経費
（飼育員賃金、旅費、消耗品、飼料、検査）

8,183

Ｈ31
8,750

Ｈ31

13,474

8,268

8,750

（単位：千円）
950,980

105,000

大町鹿島線等市道改良工事 186,600

情報交通課
Ｈ30
113,352 108,004

　市民バスの運行により、通院、通学、買い物などの市民生活の
移動手段を確保し、地域内の持続的な公共交通の維持を図る。

市民バス運行委託
時刻表、回数乗車券印刷
信濃大町駅前待合所空調等

　道路維持管理事業 建設課
Ｈ30
205,394

　生活道路や幹線道路等、道路利用者の安全で快適な道路イン
フラを提供するため、道路施設の適正な維持管理と橋梁や舗装等
の施設の長寿命化対策を図る。

道路維持修繕、原材料等
道路橋りょう長寿命化工事

　道路新設改良事業 建設課
Ｈ30
191,030

Ｈ31

188,458

198,065
5,659

604
230

Ｈ31

　生活道路の安全な交通環境の確保や道路利用者の利便性の
向上を図るため、地域自治会等からの道路拡幅整備等の要望等
を踏まえ、整備効果や緊急性を精査し路線を厳選しながら、計画
的に道路改良整備を実施。

（測量、用地購入、補償、設計、工事）

増 　雪害対策事業 建設課
Ｈ30
136,289

　幹線道路や生活道路等の除雪・排雪作業、凍結防止剤散布
作業を的確に行い、冬期の安全・安心な交通確保を図る。
（879路線、総延長約472㎞、72業者）

2.2m級ロータリー除雪車購入
融雪剤等消耗品

増 　全国都市緑化フェア推進事業 建設課
Ｈ30

23,245
　4/25～6/16に開催する信州花フェスタ2019の実行委員会へ
の負担金や、サブ会場の準備及び運営に係る経費を計上。 サブ会場に係る経費

Ｈ31
41,730

信州フェア実行委員会負担金 38,400
3,330

Ｈ31
162,325

除排雪業務委託
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豊かな自然を守り快適に生活できるまち
3 快適な生活環境の形成 28事業

主な事業

市民の参画と協働でつくるまち
1 市民の参画・協働と市民の視点に立った市政の推進 7事業

主な事業

　ひとが輝くまちづくり事業 まちづくり交流課
Ｈ30

70,806
3,663

15,000
162

2,200

75,506
一般廃棄物収集運搬業務委託
事業系生ごみ分別収集運搬業務委託

　住宅性能向上リフォーム支援事業

15,660
Ｈ31

15,167 15,167
　市民活動団体が自主的に取組む公益的なまちづくり活動に対
し、財政面から支援。各地域、各分野における市民活動の推進を
図り、市民参画と協働のまちづくりを進める。

ひとが輝くまちづくり事業補助金
審査会・中間調査委員報酬

建設課
Ｈ30 Ｈ31

（単位：千円）
Ｈ31

378
Ｈ30 Ｈ31

　公民館分館整備助成事業 生涯学習課
Ｈ30 Ｈ31

7,230 7,446
公民館改築改修への補助 7,446

（単位：千円）
Ｈ31

17,831

新 　住宅管理費 建設課

4,800
地域団体への補助 5,610

八坂・美麻支所
Ｈ30 Ｈ31

33,672 27,200
　地域づくり委員会、地域づくり協議会を開催し、地域内の振興
策、諸問題への対応の検討。地域振興と特色ある地域活動の推
進と支援。

地域振興支援員報酬

30,000 30,000
　住宅の性能向上を図るリフォーム工事を支援し、定住促進を図
り、市内経済の活性化に寄与する。（補助率：20％、限度額：
200千円、性能向上の類型：省エネルギー型、防災型、環境負
荷低減型）

住宅性能向上リフォーム支援事業補助金 30,000

過疎地域起業者育成支援事業補助金 3,000

Ｈ30 Ｈ31
72,316 72,709

　北アルプスの麓で良質な住環境の提供、定住促進を図る。
小破修繕、材料、修繕員賃金 12,875
向山団地機械設備改修工事 45,000
本村・中村団地屋根塗装工事 5,280

　八坂・美麻地域振興事業

　家庭や事業所から毎日排出される一般廃棄物の収集及び運搬
に係る経費。

第５
77,462

増 　市民活動促進事業 まちづくり交流課
Ｈ30

17,631
　自治会や市民活動団体の自主的なまちづくり活動がより活発
に、スムーズに行えるように支援環境を整え、市民参画と協働のま
ちづくりの推進を図る。

ファシリテーション研修（初級、実践編） 400

コンビニ交付運営負担金
施設予約システム改元対応

　一般廃棄物収集運搬事業 生活環境課
76,584

連合自治会運営補助金 1,700
各自治会行政事務連絡・活動費補助金

　地域住民の生涯学習活動や地域活動の拠点となる公民館分
館及び地域集会施設の新築・改築等の整備に係る補助を行う。

第４
1,631,246

　電子自治体構築事業 情報交通課
Ｈ30

34,470 43,944
　電子自治体構築のための情報端末機器の整備や県域高速ネッ
トワークの共同利用及び情報通信技術を活用することで、行政の
様々な手続きを効率化し、住民の利便性向上を図る。

県高速ネットワーク運営負担金 937
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市民の参画と協働でつくるまち
2 多様性に満ちた共生社会の実現 5事業

主な事業

3 市民との情報共有と持続的なサービス提供体制の構築 42事業
主な事業

27,755

　職員採用試験、健康診断及び健康管理、福利厚生など職員
管理に関すること。

障がい者雇用、育休職員代替等賃金 5,933
職員健康診断等に係る経費 6,560
大町病院経営健全化協力金 3,289

200
568

　人権教育を通じて市民一人ひとりが人権問題を自分自身の問
題としてとらえ、地域全体で人権意識を培い、人権尊重の精神を
高め、人権教育の推進を図る。

人権教育、社会教育指導員報酬 3,060
人権教育講座等の講師謝礼
人権教育推進団体等補助

　職員研修事業 庶務課
Ｈ30 Ｈ31

17,696 16,714

11,495
3,894

（単位：千円）
Ｈ31

　人事管理一般経費 庶務課
Ｈ30 Ｈ31

21,125

（単位：千円）
Ｈ31

4,192

視察研修、議長会総会等旅費

　委員報酬 福祉課
Ｈ30 Ｈ31

12,221 12,335

事務従事者手当

増 　ケーブルテレビ運営事業

6,638
投票管理者、立会人等報酬 1,675

　地域に入って活動している民生委員・児童委員76人、主任児
童委員8人、社会福祉委員84人の活動に対する報酬のほか、民
生児童委員協議会、民生児童委員協議会、民生委員推薦会、
社会福祉審議会の委員報酬

民生児童委員報酬 4,956
社会福祉委員報酬 7,003
社会福祉審議会等報酬 376

自主番組制作に係る経費 23,924
自主放送番組自動送出機入替 32,940
伝送路の維持管理 13,693

　人権教育推進事業 生涯学習課
Ｈ30 Ｈ31

4,008 4,012

情報交通課
Ｈ30 Ｈ31

95,068 123,801
テレビ放送再送信の放送設備等の維持管理と運営を行い、行

政や地域など密着した情報を提供するとともに難視聴地域の解消
を図る。

　高度化・多様化する行政課題に柔軟に対応し、迅速に目標を
達成するための職員の育成を目的とする。

研修に係る旅費 13,734
研修参加時負担金 1,620

　市議会議員選挙費 庶務課
（選挙管理委員会）

Ｈ30 Ｈ31
― 42,577

　市民の代表者を選ぶ選挙が実施される。その選挙に係る経費。
　選挙カー、はがき、ポスター等の選挙公営費として認められている
経費は市が負担

選挙公営(ビラ、はがき、ポスター等) 22,147

808,849

　議会運営費 議会事務局
Ｈ30

11,823
　市民を代表する市議会議員が活動するための経費や、市民の
皆さんに日ごろの活動や定例会、臨時会の様子を報告する議会だ
よりの発行などに要する経費。

議会だより印刷 1,343

第５
12,148

　女性未来館ピュア運営事業 生涯学習課
Ｈ30

4,192

　女性の就労支援と、女性問題に関する啓発活動を通じて問題
意識の喚起や女性の意識向上を積極的に推進する。

賃金 3,554
講座等の講師謝礼 600
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一般会計 歳出（主なもの）
■新規事業
№ 担当課 事業名 予算事業名

1 八坂支所
八坂栃沢地区
　定住促進住宅建設

万円 八坂地域振興
事業

2 美麻支所
美麻地区定住促進住宅
建設用地取得

万円 美麻地域振興
事業

3 福祉課
介護予防専門員の
新規配置

万円 介護予防包括
的支援事業

4 福祉課 生活機能向上事業 万円 訪問型介護予
防事業

5 福祉課 骨粗しょう症予防検査 万円 介護予防普及
啓発事業

万円

7 市民課 産婦健診 万円 母子保健事業

8 市民課 電子母子手帳新規導入 万円 母子保健事業

9 市民課 なんでも相談会開催 万円 精神保健事業

10 商工労政課
生涯現役促進地域連携
協議会設置

万円 労働諸費一般
経費

11 商工労政課 起業支援補助金 万円 創業支援事業

12 農林水産課
ワイナリー及びシードル
醸造施設整備補助

万円 園芸振興事業

13 農林水産課
商工労政課 海外販路拡大支援事業 万円

農業マーケティン
グ事業
ブランド振興事業

14 商工労政課
信濃大町水感謝祭(仮
称)、専用デキャンタ制作

万円 ブランド振興事業

15 商工労政課
信州花フェスタ2019
関連事業

万円 ブランド振興事業

16 観光課 霊松寺公衆トイレ建設 万円 山岳観光推進
事業

17 観光課 仁科神明宮遷宮祭
関連イベント

万円 着地観光充実
事業

18 観光課
観光誘客及び仁科神明宮
遷宮祭テレビ番組制作、放
送

万円 観光誘客宣伝
事業

19 観光課 DMO設立 万円 インバウンド推進
事業

20 建設課
まちなかの緑地整備事業助
成

万円 公園管理事業
　中心市街地の空き店舗及び周辺を整備する市民団体
への補助。（総事業費3,000千円、県の森林づくり県民
税を活用した県補助1/3）

200

　太鼓演奏等の遷宮祭を盛り上げるイベントを実施。 150

　観光誘客に資する番組の制作や、仁科神明宮遷宮祭
の記録番組制作を委託し、放送する。またイベント等でも
流す。

1,045

3市村及びHAKUBA VALLEY索道事業者とともにDMO
をH31.4月設立予定。 700

　大町の水に感謝をささげる啓発活動及びPR活動(デキャ
ンタ制作は水道事業会計と折半） 75

　新年度開催する信州花フェスタのサテライト会場におけ
る、信濃大町ブランドPR、おおまぴょんファン感謝祭を開
催。

20

　東山観光の要の1つである霊松寺に公衆トイレを建設
し、団体旅行等大勢の観光客に対応。 2,573

　地域の活性化や定住促進を図るため、新規の起業・創
業への気運を醸成していく。　100万円/１件 500

ワイナリー及びシードル醸造施設整備、各1者に対する
助成。 400

　海外販路拡大支援策として商談会への参加、海外バイ
ヤー招へい等の事業展開し、地域ブランドとしての認知度
向上を図る。

272

　予防接種のスケジュール管理や母子の健康管理、子の
成長記録、子育て情報の提供等が出来るアプリの導入。 39

　仕事や借金等の悩みを抱える人が自殺へと結びつかない
ために悩み相談会を開催。 6

　高齢者の就業促進により、地域の人手不足を解消を目
指す。（厚労省の委託事業） 25

幼稚園・認定こど
も園運営支援事
業7,200

　出産後間もない産婦に対する健康診査費用を助成。妊
娠期から子育て期における「切れ目のない」支援を強化。 161

6 子育て
支援課

認定こども園施設整備事業
補助金

　私立認定こども園の改築に伴う、施設整備に対する助
成。なお、認定こども園において、国の補助制度(事業費
の1/2)も活用。　【大町幼稚園】

 1億

　専門性を生かし、介護予防計画及び介護予防ケアマネ
ジメントの作成業務を行うため専門員を配置。 255

　退院後、一定期間専門スタッフが自宅訪問し、入院前
の通常の生活に早く戻れるよう支援を行う。 37

　信州大学中村先生考案の運動を行い、骨密度を測定
し比較研究する。 30

内容 金額

　八坂栃沢に2棟建設するため、設計、地積測量、造
成、監理、建築の施工 2,003

　定住促進住宅建設に向けた用地測量、用地購入 700
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一般会計 歳出（主なもの）
■新規事業
№ 担当課 事業名 予算事業名内容 金額

21 消防防災課
常盤清水
消防団車両の車庫改築

万円 消防施設整備
事業

22 消防防災課
八坂地区
消防ポンプ車更新

万円 消防施設整備
事業

23 学校教育課 English CAMP 万円 小学校教育振
興一般経費

24 生涯学習課 低学年用郷土冊子作成 万円 生涯学習推進
事業

25 生涯学習課
第２回
美術展ベストセレクション

万円 文化会館公演
事業

26 生涯学習課 市内歴史的建造物調査 万円 文化財保護一
般経費

27 生涯学習課
仁科の郷イベント
実行委員会への負担金

万円 文化財保護一
般経費

28 体育課 運動公園テニスコート改修 万円 体育施設整備
事業

万円

■増強事業
№ 担当課 事業名 予算事業名

1 まちづくり
交流課 北アルプス国際芸術祭 万円 芸術文化振興

事業

2 生活環境課 生ごみ収集の対象拡大 万円 一般廃棄物収
集運搬事業

3 農林水産課
有害鳥獣被害防止対策
協議会負担金

万円 有害鳥獣対策
事業

4 建設課
第36回全国都市緑化信州
フェア開催

万円 全国都市緑化
フェア推進事業

5 学校教育課 通訳支援員の増員 万円
小学校・中学校
教育振興一般
経費

6 生涯学習課 放課後子ども教室の実施 万円 青少年育成事
業

7 生涯学習課
仁科神明宮本殿ほか保存
修理補助金

万円 文化財保護一
般経費

　式年正遷宮を迎える国宝仁科神明宮の本殿等の保存
修理に対する補助。 430

　県実行委員会への負担金、サテライト会場を彩る花苗
代等の経費。 4,173

　多言語化している学校現場で通訳を配置しスムーズな
授業を行う。（体制強化） 145

　昨年10月から試験実施している放課後子ども教室を順
次拡大。 28

　過日、北アルプス国際芸術祭実行委員会で「北アルプス
国際芸術祭2020」基本計画が承認され、次回開催へ向
けた準備のための負担金。

6,120

　新たに飲食店及びコンビニに収集対象を拡大 366

　通常行っている駆除等の活動に加え、イノシシ等の駆除
について、先進地視察を行うことにより今後の当地の有害
鳥獣対策に資する

62

おいしい給食費
2,306

内容 金額

29 学校教育課 学校給食費の公会計化

　私会計としていた学校給食費徴収及び支出を公会計
化に移行。教職員の負担軽減と透明化を図る。
移行に伴い、給食費徴収員の配置等の徴収に係る経
費、賄材料費及び炊飯に係る委託料を計上。

1億

　信州大学工学部とともに市内に残る歴史的建造物(民
家や土蔵等)を調査し、観光面等での活用方法について
検討。

25

　仁科神明宮遷宮祭に合わせ、仁科氏歴史文化展を宮
本公民館で開催。 30

　totoの助成(上限3,000万円)を受け、芝敷設４面、
芝張替え２面を施工。 9,550

　夏休みに小学生を対象に国営アルプスあづみの公園で
実施。ALTとゲームやランチなどを通じ交流することにより、
楽しく英語に親しむ。

10

　小学1～2年生向け郷土冊子を作成 99

　H32.5～6月開催に向けた、展示品の選考、展示用パ
ネル作成等準備。 54

　老朽化した車庫の改築工事の実施(清水 3-3) 660

　各消防団に配備している車両の更新(八坂 5-1) 2,000

21



一般会計 歳出
■北アルプス連携自立圏(広域連携)
№ 担当課 事業名 予算事業名

1 庶務課
統一テーマ合同
職員研修事業

万円 職員研修事業

2 企画財政課 合同調査研究事業 万円 北アルプス広
域連合負担金

3 まちづくり交流課
若者交流イベント
開催事業

万円 定住促進事業

4 まちづくり交流課
移住相談窓口
設置事業

万円 定住促進事業

5 まちづくり交流課
移住セミナー
開催事業

万円 定住促進事業

6 まちづくり交流課
魅力体験ツアー
開催事業

万円 定住促進事業

7 市民課
消費生活センター
運営事業

万円 消費生活セン
ター運営事業

8 福祉課 障がい者相談
支援事業

万円
その他障害者
福祉サービス
事業

9 福祉課 成年後見支援センター
運営事業

万円 成年後見支援
センター事業

10 福祉課 在宅医療・介護連携
支援センター運営事業

万円 地域包括ケア
実践事業

11 福祉課
認知症初期集中支援
チーム運営事業

万円 認知症総合支
援事業

12 市民課 未就学児眼科屈折検
査事業

万円 母子保健事業

13 市民課
健康づくり意識
啓発事業

万円 母子保健事業

14 商工労政課
新規学卒者等就職
支援事業

万円 創業支援事業

15 観光課 北アルプス地域旅行商
品造成促進事業

万円 広域観光推進
事業

16 生涯学習課
図書館相互利用
促進事業

万円 図書館管理運
営一般経費

　誘客強化のため、当圏域への旅行商品を構築し販売する旅行
会社に対し、商品の造成費用等の一部を助成。 192

　圏域住民に同一の基準で各図書館に所蔵する資料を提供する
ことにより、図書館の相互利用を実施。利用可能な図書館が増
え、圏域住民の利便性の向上と生涯学習の機会の充実が期待さ
れる。

83

　未就学児等を対象とした屈折検査機器による視覚検査を実施
することにより、視覚異常の早期発見、早期の治療により、将来を
担う子どもたちの健全な育成を支援。（H31年度は検査を各市
町村において実施）

6

　住民の健康づくりに対する意識の高揚と知識の習得を目的とし
た講演会を開催。 30

　公共職業安定所、職業安定協会と連携し、企業と新規学卒
者等を対象とした企業説明会を開催。 36

　成年後見支援センターの運営業務を委託して実施。成年後見
や権利擁護に関する相談、助言、各種支援、普及啓発等を一
元的・総合的に行う。

560

　認知症に関する医療や介護の専門職によるチームを設置し、認
知症の人やその家族に対する支援を実施。 410

　圏域内に相談窓口を共同設置し、医療・介護関係者や地域
包括支援センター等から在宅医療・介護連携に関する相談を受
け付けて、連携調整等を行う。

276

　移住希望者を対象に圏域をエリアとした魅力体験ツアーを開
催。一体的に圏域の魅力や実体を体験することにより、希望者の
選択の幅が拡がるとともに、移住希望者のニーズに応え、圏域内へ
移住者を取り込むことができる。

20

　複雑・多様化する消費生活に関する相談、あっせん、助言等を
一元的・総合的に行うことで住民サービスが向上し、町村各課も
助言・支援が得られる。

427

　障がい者の相談支援業務を大北圏域障害者総合支援センター
(スクラムネット)へ委託して実施。障がい者に関する相談、助言、
各種支援、普及啓発等を一元的・総合的に行うことで住民サービ
スが向上する。

1,128

　合同交流イベント・バスツアー開催等、若者の交流事業による出
会いの場の創出を行う。 80

　移住希望者に対する各市町村での相談に加え、移住・就業等
の多岐にわたる移住の情報を一元化して提供するとともに圏域の
広域移住相談を実施。

650

　都市部において合同でセミナー等を開催することにより、圏域の
魅力や情報が効率的に発信され、移住希望者の選択の幅が拡
がるとともに、希望者のニーズに応え、圏域内へ移住者を取り込む
ことができる。

50

内容 金額
(市予算ベース)

　圏域の将来像を見据えたマネジメント能力を強化するとともに、
職員同士の情報交換・連携拡大が図られ、圏域全体の行政力
が向上。

20

　定住自立圏における取組の調査研究など、圏域全体の活性化
に向けた課題について調査研究を行う。圏域の課題共有と新たな
魅力創出が期待できる。

10

新
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